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１．2026年３月期の業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 19,000 3.0 121 △53.8 127 △53.4 73 △65.4

2025年３月期 18,444 2.5 264 △3.7 274 △5.2 213 2.9

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 35.27 ― 1.4 0.9 0.6

2025年３月期 101.83 ― 4.1 1.9 1.4
(参考) 持分法投資損益 2026年３月期 ―百万円 2025年３月期 ―百万円

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 14,421 5,529 38.3 2,642.29

2025年３月期 14,023 5,320 37.9 2,542.52
(参考) 自己資本 2026年３月期 5,529百万円 2025年３月期 5,320百万円

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 572 △727 214 1,686

2025年３月期 758 △492 △178 1,626

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 ― ― ― 15.00 15.00 31 14.7 0.6

2026年３月期 ― ― ― 15.00 15.00 31 42.5 0.6

2027年３月期(予想) ― ― ― 15.00 15.00 26.2

３．2027年３月期の業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 19,700 3.7 200 64.1 200 56.3 120 62.6 57.35



※ 注記事項
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期 2,103,948 株 2025年３月期 2,103,948 株

② 期末自己株式数 2026年３月期 11,412 株 2025年３月期 11,349 株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 2,092,554 株 2025年３月期 2,092,651 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項等については、添付資料P.4「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当期における北海道の経済環境は、観光需要や設備投資の底堅い動きに下支えされ持ち直し傾向となったもの

の、物価上昇が継続するなかで消費者マインドは力強さを欠き、弱含みで推移しました。当業界におきましては、

物価高や実質賃金の伸び悩みを背景に、お客様の節約志向や低価格志向が続くなかで、原材料価格の上昇や、最低

賃金の引き上げに伴う人件費、物流費等の上昇が続き、収益確保が困難な厳しい経営環境となりました。

このような情勢下におきまして、当社は「おいしく、北海道らしく。」の方針のもと、「安全・安心な製品を提

供する食品衛生の徹底」と「安全・安心な職場づくり」を企業の基盤として日常業務の着実な遂行に努めてまいり

ました。また、主力製品の品質向上を継続するとともに、多様化するお客様のニーズに対応した製品開発を推進し

ました。さらに、生産、販売、管理の各部門において業務の見直しや諸経費の抑制に注力し、経営基盤の強化に取

り組んでまいりました。

当期の業績につきましては、売上高は19,000百万円(対前期比103.0％)、営業利益は121百万円(対前期比46.2

％)、経常利益は127百万円(対前期比46.6％)、当期純利益は73百万円(対前期比34.6％)となりました。売上拡大を

含む各種対策を講じたものの、原材料価格や人件費、物流費等の上昇が想定以上となり、コスト増を吸収するには

至らず、減益となりました。

事業部門等別の売上状況は次のとおりであります。

○食パン(売上高3,008百万円、対前期比105.6％)

当社のトップブランド「絹艶」は、当期で発売20周年を迎え、「しっとり、耳までやわらか。」な品質の訴求と

店舗・枚数別の取組強化により好調に推移しました。さらに品質を向上させた「イギリス食パン」や低価格帯の

「ボンジョルノクラウン」も堅調に推移し、食パンの売上高は前期の売上を上回りました。

○菓子パン(売上高6,490百万円、対前期比102.3％)

主力の「北の国のベーカリー」は品質向上により堅調に推移し、「ふんわりこっぺＷ」が伸長するとともに、高

付加価値製品の「魅惑のシュガーマーガリン」、絹艶ブランドの菓子パンシリーズ「絹艶ドーナツ」等の寄与もあ

り、前期の売上を上回りました。

○和菓子(売上高3,384百万円、対前期比103.5％)

主力のロングセラー製品「チーズ蒸しパン」や、串団子が好調に推移し、北海道産原料を使用したロングライフ

製品「福かまど」シリーズは「べこ餅」の販路拡大により堅調に推移し、前期の売上を上回りました。

○洋菓子(売上高1,234百万円、対前期比100.4％)

「北海道のあふれるシュークリーム・エクレア」や「ぶ厚いロールケーキ」シリーズなどのチルドデザートは新

製品を投入し堅調な売上を維持するとともに、コンビニエンスストア向けの製品が好調に推移し、前期の売上を上

回りました。

○調理パン・米飯類(売上高4,407百万円、対前期比102.6％)

調理パンは「絹艶サンド」や常温のバーガー製品が堅調に推移しました。米飯類は、米の価格高騰により厳しい

環境でありましたが、製品開発を強化し売上維持に努め、調理パン・米飯類は前期の売上を上回りました。
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（２）当期の財政状態の概況

当事業年度末における資産合計は14,421百万円で、前事業年度末に対し398百万円増加いたしました。流動資産

は4,395百万円で主に現金及び預金が60百万円、売掛金が27百万円増加した結果、前事業年度末に対し111百万円増

加いたしました。固定資産は10,026百万円で主に有形固定資産が55百万円、無形固定資産が59百万円、投資有価証

券が240百万円増加し、繰延税金資産が64百万円減少した結果、前事業年度末に対し287百万円増加いたしました。

負債合計は8,892百万円で主に長期借入金(１年内返済予定含む)が246百万円増加した結果、前事業年度末に対し

190百万円増加いたしました。純資産合計は5,529百万円で主に利益剰余金が42百万円、その他有価証券評価差額金

が166百万円増加した結果、前事業年度末に対し208百万円増加いたしました。

この結果、当事業年度末における自己資本比率は38.3％、１株当たりの純資産額は2,642円29銭となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当事業年度末における現金及び現金同等物は、1,686百万円(前事業年度末1,626百万円)となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益120百万円に減価償却費563百万円、売上債権の増加額

27百万円、仕入債務の増加額43百万円などを加減算した結果、572百万円の増加(前事業年度758百万円の増加)とな

りました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、727百万円の減少(前事業年度492百万円の減少)となりました。主に設備

投資による支出であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、214百万円の増加(前事業年度178百万円の減少)となりました。主に借入

金の借入及び返済、配当金の支払によるものです。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

2022年３月期 2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

自己資本比率 34.0％ 35.0％ 36.5％ 37.9％ 38.3％

時価ベースの自己資本比率 30.5％ 30.6％ 41.2％ 33.0％ 31.8％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

466.0％ 464.2％ 574.3％ 313.2％ 457.4％

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

23.3倍 23.3倍 19.1倍 26.5倍 14.2倍

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

※キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は金融機関等からの借入金

を対象としております。



日糧製パン株式会社 (2218)
2026年３月期 決算短信(非連結)

― 4 ―

（４）今後の見通し

今後の見通しといたしましては、北海道経済は緩やかな回復基調が期待されますが、物価高や深刻な人手不足の

影響に加え、各種コスト上昇が継続しており、先行きは予断を許しません。当業界におきましては、お客様の根強

い節約志向が続く市場環境のもと、人材確保に伴う人件費の増加に加え、原材料価格および物流費の高止まり、原

油価格の変動や不安定な国際情勢を背景としたエネルギーコスト、資材・消耗品価格の上昇が見込まれ、収益への

多大な影響が懸念されます。

このような情勢下におきまして、当社は「おいしく、北海道らしく。」の方針のもと、日々お客様へ安全・安心

な製品を安定して供給するという使命に基づき、主力製品の品質向上を継続してまいります。さらに、お客様の潜

在需要やライフスタイルに合ったニーズを的確に捉え、収益性と市場競争力のある製品の開発体制を定着させて、

新しい価値と新しい需要の創造に向けた種蒔きを継続するとともに、ライン別・単品別の経常利益管理を活用し

て、低収益部門の見直しと改善を進め、収益改善をはかってまいります。

食パンは、主力ブランドの「絹艶」は、品質の安定向上に努め、北海道のナンバーワン食パンとしてブランドを

育成強化するとともに、「イギリス食パン」は、試食やSNSを活用した既存顧客の育成および新規顧客の獲得に取

り組み、販売拡大をはかってまいります。また、低価格帯食パンやバラエティ食パンなど、お客様のニーズを捉え

た製品を開発、育成し、売上拡大をはかってまいります。

菓子パンは、主力ブランド「北の国のベーカリー」を中心に主力製品の品質向上を継続し、絹艶ブランドの菓子

パンをはじめとする高付加価値製品や、北海道産原料を使用したロングライフ製品など、品質と価格のバランスで

お客様にご支持いただける製品開発を強化してまいります。あわせて、重点製品の集中販売やパン食需要拡大に向

けた販売促進を推し進め、収益基盤の強化につなげてまいります。

和菓子、洋菓子においては、北海道産原料を使用した製品、チルド製品やロングライフ製品を積極的に展開し、

新たなチャネル・市場の開拓および売場提案を進めるとともに、高価格帯の製品開発に取り組み、売上回復をはか

ってまいります。

調理パン・米飯類は、市場動向やお客様のニーズに即し、価格帯と品揃えの再構築を軸とした製品群の開発を推

進し、売上拡大をはかってまいります。また、米価格が高騰した厳しい環境を踏まえ、適正利益の確保に努めてま

いります。

今後とも、「食品安全衛生管理体制の強化」と「労働安全衛生管理体制の強化」を企業の基盤として、生産・販

売が一体となり各部門の小委員会活動におけるなぜなぜ分析による課題把握と優先順位を見極めた改善を推進し、

製品施策・営業戦略を着実かつ迅速に実践・実行・実証して、経営課題に着実に対処し、業績向上をめざしてまい

る所存でございます。

なお、過年度に判明した不適切な会計処理(棚卸金額の過大計上)について、本事案の教訓を後世に引き継ぐた

め、適時かつ法的に妥当な対応に努めております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社の事業は現在日本国内に限定されており、海外での資金調達や事業展開は行っておりません。また、日本基

準以外の会計基準に基づく財務報告の必要性も認められておりませんので、当面は日本基準を採用することとして

おります。なお、当社を取り巻く諸情勢を考慮のうえ、IFRSの任意適用については適宜検討を進めてまいります。
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３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,626,316 1,686,725

売掛金 2,251,631 2,279,419

商品及び製品 53,446 51,421

仕掛品 28,981 29,707

原材料及び貯蔵品 264,878 284,579

前払費用 22,006 24,226

未収入金 30,490 31,924

立替金 6,218 7,399

貸倒引当金 △64 △31

流動資産合計 4,283,906 4,395,373

固定資産

有形固定資産

建物 7,800,062 7,912,043

減価償却累計額及び減損損失累計額 △5,496,658 △5,625,781

建物（純額） ※1 2,303,403 ※1 2,286,261

構築物 668,480 677,875

減価償却累計額及び減損損失累計額 △534,454 △547,567

構築物（純額） ※1 134,025 ※1 130,307

機械及び装置 10,481,185 10,585,431

減価償却累計額及び減損損失累計額 △8,934,856 △9,050,943

機械及び装置（純額） ※1 1,546,329 ※1 1,534,488

車両運搬具 235,625 357,864

減価償却累計額及び減損損失累計額 △179,553 △219,351

車両運搬具（純額） 56,071 138,512

工具、器具及び備品 711,332 720,062

減価償却累計額及び減損損失累計額 △592,379 △595,514

工具、器具及び備品（純額） 118,952 124,548

土地 ※1,※2 4,662,405 ※1,※2 4,662,405

有形固定資産合計 8,821,188 8,876,524

無形固定資産

借地権 6,000 6,000

ソフトウエア 46,569 106,056

無形固定資産合計 52,569 112,056

投資その他の資産

投資有価証券 695,392 935,742

出資金 130 130

長期前払費用 3,247 2,231

投資不動産 39,500 37,900

差入保証金 1,967 1,991
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(単位：千円)

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

繰延税金資産 114,967 50,618

その他 14,007 12,778

貸倒引当金 △3,528 △3,362

投資その他の資産合計 865,683 1,038,030

固定資産合計 9,739,442 10,026,610

資産合計 14,023,348 14,421,984

負債の部

流動負債

電子記録債務 745,248 736,630

買掛金 1,197,425 1,249,482

短期借入金 ※1 550,000 ※1 550,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1 654,000 ※1 710,000

未払金 826,122 812,397

未払費用 186,635 196,759

未払法人税等 87,330 38,486

未払消費税等 83,528 64,077

預り金 70,790 64,095

賞与引当金 175,059 163,799

従業員預り金 22,038 23,536

設備関係電子記録債務 158,336 119,974

流動負債合計 4,756,516 4,729,241

固定負債

長期借入金 ※1 1,170,500 ※1 1,360,500

再評価に係る繰延税金負債 ※2 1,225,815 ※2 1,225,815

退職給付引当金 1,449,016 1,466,640

役員退職慰労引当金 91,186 101,994

受入保証金 9,830 8,700

固定負債合計 3,946,347 4,163,650

負債合計 8,702,864 8,892,891

純資産の部

株主資本

資本金 1,051,974 1,051,974

利益剰余金

利益準備金 27,217 30,356

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,228,520 1,267,792

利益剰余金合計 1,255,737 1,298,148

自己株式 △16,414 △16,554

株主資本合計 2,291,297 2,333,567

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 370,082 536,420

土地再評価差額金 ※2 2,659,104 ※2 2,659,104

評価・換算差額等合計 3,029,187 3,195,525

純資産合計 5,320,484 5,529,093

負債純資産合計 14,023,348 14,421,984
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上高

製品売上高 17,991,288 18,526,362

商品売上高 453,189 474,045

売上高合計 18,444,478 19,000,408

売上原価

製品売上原価

製品期首棚卸高 48,001 52,735

当期製品製造原価 ※1,※3 13,057,144 ※1,※3 13,544,765

合計 13,105,146 13,597,501

製品期末棚卸高 ※1 52,735 ※1 50,874

製品売上原価 13,052,410 13,546,626

商品売上原価

商品期首棚卸高 724 711

当期商品仕入高 412,839 435,867

合計 413,564 436,578

商品期末棚卸高 711 546

商品売上原価 412,852 436,032

売上原価合計 13,465,263 13,982,658

売上総利益 4,979,214 5,017,749

販売費及び一般管理費

販売費 ※2 3,851,642 ※2 4,009,095

一般管理費 ※2,※3 863,491 ※2,※3 886,774

販売費及び一般管理費合計 4,715,133 4,895,869

営業利益 264,080 121,880

営業外収益

受取利息 871 2,923

受取配当金 20,669 26,055

受取賃貸料 10,310 10,336

受取保険金 134 -

雑収入 7,162 7,078

営業外収益合計 39,150 46,393

営業外費用

支払利息 28,599 40,280

雑支出 0 0

営業外費用合計 28,599 40,281

経常利益 274,631 127,992
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(単位：千円)
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※4 882 ※4 1,078

投資有価証券売却益 32,282 22,037

特別利益合計 33,164 23,116

特別損失

固定資産売却損 - ※5 21

固定資産除却損 ※6 55,093 ※6 27,323

減損損失 ※7 1,800 ※7 1,600

ゴルフ会員権評価損 - 1,266

特別損失合計 56,893 30,211

税引前当期純利益 250,902 120,897

法人税、住民税及び事業税 80,000 60,000

法人税等調整額 △42,189 △12,902

法人税等 37,811 47,098

当期純利益 213,091 73,799
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 1,051,974 23,031 1,061,469 1,084,501 △16,064 2,120,411

会計方針の変更による

累積的影響額
― ― ― ― ― ―

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
1,051,974 23,031 1,061,469 1,084,501 △16,064 2,120,411

当期変動額

剰余金の配当 ― 4,185 △46,040 △41,854 ― △41,854

当期純利益 ― ― 213,091 213,091 ― 213,091

自己株式の取得 ― ― ― ― △350 △350

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
― ― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― 4,185 167,051 171,236 △350 170,886

当期末残高 1,051,974 27,217 1,228,520 1,255,737 △16,414 2,291,297

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 375,097 2,694,340 3,069,438 5,189,849

会計方針の変更による

累積的影響額
― ― ― ―

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
375,097 2,694,340 3,069,438 5,189,849

当期変動額

剰余金の配当 ― ― ― △41,854

当期純利益 ― ― ― 213,091

自己株式の取得 ― ― ― △350

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△5,015 △35,235 △40,250 △40,250

当期変動額合計 △5,015 △35,235 △40,250 130,635

当期末残高 370,082 2,659,104 3,029,187 5,320,484
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当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 1,051,974 27,217 1,228,520 1,255,737 △16,414 2,291,297

会計方針の変更による

累積的影響額
― ― ― ― ― ―

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
1,051,974 27,217 1,228,520 1,255,737 △16,414 2,291,297

当期変動額

剰余金の配当 ― 3,138 △34,527 △31,388 ― △31,388

当期純利益 ― ― 73,799 73,799 ― 73,799

自己株式の取得 ― ― ― ― △139 △139

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
― ― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― 3,138 39,271 42,410 △139 42,270

当期末残高 1,051,974 30,356 1,267,792 1,298,148 △16,554 2,333,567

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 370,082 2,659,104 3,029,187 5,320,484

会計方針の変更による

累積的影響額
― ― ― ―

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
370,082 2,659,104 3,029,187 5,320,484

当期変動額

剰余金の配当 ― ― ― △31,388

当期純利益 ― ― ― 73,799

自己株式の取得 ― ― ― △139

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
166,338 ― 166,338 166,338

当期変動額合計 166,338 ― 166,338 208,608

当期末残高 536,420 2,659,104 3,195,525 5,529,093
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 250,902 120,897

減価償却費 575,608 563,748

減損損失 1,800 1,600

貸倒引当金の増減額（△は減少） △114 △199

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,800 △11,260

退職給付引当金の増減額（△は減少） △17,734 17,624

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △11,756 10,808

固定資産売却損益（△は益） △882 △1,057

固定資産除却損 55,093 27,323

投資有価証券売却損益（△は益） △32,282 △22,037

受取利息及び受取配当金 △21,541 △28,978

支払利息 28,599 40,280

受取保険金 △134 -

売上債権の増減額（△は増加） 343,488 △27,788

棚卸資産の増減額（△は増加） △24,717 △18,401

仕入債務の増減額（△は減少） △167,665 43,437

未払消費税等の増減額（△は減少） 39,454 △19,450

その他 △178,003 7,353

小計 841,916 703,901

利息及び配当金の受取額 21,541 28,978

利息の支払額 △31,346 △40,823

保険金の受取額 134 -

固定資産解体撤去費用の支払額 △32,086 △10,808

法人税等の支払額 △41,978 △108,302

営業活動によるキャッシュ・フロー 758,181 572,945

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △537,274 △754,550

固定資産の売却による収入 1,409 1,876

投資有価証券の取得による支出 △1,213 △939

投資有価証券の売却による収入 44,794 26,215

投資活動によるキャッシュ・フロー △492,283 △727,397

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） - -

長期借入れによる収入 750,000 900,000

長期借入金の返済による支出 △887,000 △654,000

自己株式の取得による支出 △350 △139

配当金の支払額 △41,427 △30,999

財務活動によるキャッシュ・フロー △178,777 214,860

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 87,120 60,409

現金及び現金同等物の期首残高 1,539,195 1,626,316

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,626,316 ※ 1,686,725
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法

(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法に基づく原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

(1) 商品

先入先出法

(2) 製品

売価還元法

(3) 原材料、仕掛品、貯蔵品

先入先出法

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物は定額法。なお、2007年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)以外の有形固定資産

については2007年度税制改正前の定率法によっております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法。

(3) 投資その他の資産(リース資産を除く)

投資不動産 定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)は定額法。

なお、2007年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)以外の有形固定資産については2007年度税制改

正前の定率法によっております。

(4) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒発生に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

① 一般債権

貸倒実績率法

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権

財務内容評価法

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。
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① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定

額基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

当社は、主たる事業として、パン・菓子、米飯等の製造及び販売並びにその他の食料品の販売に関する事業を行っ

ております。顧客は北海道を中心に国内のみであります。

これらの商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期

間が通常の期間であるため、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの間の一時点、すなわ

ち出荷(一部着荷)の時点で、当該商品又は製品と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしてお

ります。

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(重要な会計上の見積り)

当社は、繰延税金資産の回収可能性や固定資産の減損会計等の会計上の見積りについては、財務諸表作成時にお

いて入手可能な情報に基づき実施しております。

１. 繰延税金資産

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(単位：千円)

前事業年度 当事業年度

繰延税金資産 114,967 50,618

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、繰延税金資産については、将来の課税所得の見込み及びタックス・プランニングに基づき、回収可能

性を十分に検討し、回収可能な額を計上しております。将来の課税所得の見積りは、翌期の予算を基礎とし、製

品の生産・販売状況、原材料等の仕入価格、エネルギーコスト・物流費の影響等を主要な仮定としております。

なお、将来の課税所得の見込みの変化やその他の要因に基づき繰延税金資産の実現可能性の評価が変更された場

合、繰延税金資産の取崩又は追加計上により当期純利益が変動する可能性があります。

２. 退職給付費用及び債務

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(単位：千円)

前事業年度 当事業年度

退職給付費用 75,577 89,826

退職給付引当金 1,449,016 1,466,640

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。これらの前提条

件には、割引率、将来の報酬水準、退職率、直近の統計数値に基づいた死亡率及び年金資産の長期期待運用収益

率等が含まれます。当社の年金制度においては、割引率は日本の長期国債の利回りに基づき、長期期待運用収益

率については年金資産の過去の運用実績等に基づいて決定しております。

実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その影響は将来にわたって規則的に認

識されるため、将来の期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。
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３. 減損損失

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(単位：千円)

前事業年度 当事業年度

減損損失 1,800 1,600

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、事業用資産については、管理会計上の区分及び投資の意思決定等を考慮してキャッシュ・フローを生

み出す最小単位として捉え、その単位を基礎にグルーピングする方法を採用しており、パン・菓子類を主として

製造する、月寒、琴似、釧路、函館各工場と、米飯・調理パン類、いわゆるデリカ製品を主として製造する、月

寒デリカ工場を主要な資産グループとしております。また、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを

行っております。減損損失の認識要否の判定については、それぞれの資産グループに減損の兆候が認められた場

合、行うこととしております。

資産グループについて継続して営業赤字となっている場合、減損の兆候が認められることから、減損損失の認

識要否の判定が必要となります。減損損失の認識の判定は、資産グループにおける割引前将来キャッシュ・フロ

ーの見積総額と、資産グループにおける固定資産の帳簿価額の比較によって行われます。将来キャッシュ・フロ

ーは将来の売上高予測や営業利益予測等複数の仮定に基づいて算定しておりますが、これらは今後の市場の動向

等により大きく影響を受ける可能性があり、不確実性を伴うものであります。

なお、前事業年度及び当事業年度の損益計算書に計上した減損損失はすべて事業の用に供していない遊休資産

に係るものであり、その算出方法は、注記事項「(損益計算書関係)」に記載しております。

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日）

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

(1) 概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。

(2) 適用予定日

2028年３月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。

(表示方法の変更)

該当事項はありません。

(会計上の見積りの変更)

該当事項はありません。

(追加情報)

該当事項はありません。
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(貸借対照表関係)

※１ 下記の固定資産を下欄の短期及び長期借入金の担保として提供しております。

工場財団

月寒工場、琴似工場、釧路工場、函館工場とで工場財団を組成し、担保に提供しております。

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

建物 2,013,694千円(簿価) 1,981,533千円(簿価)

構築物 12,811 〃 13,350 〃

機械及び装置 176,623 〃 170,393 〃

土地 4,110,891 〃 4,110,891 〃

合計 6,314,020千円(簿価) 6,276,168千円(簿価)

長期借入金
(１年内返済予定分を含む)

1,824,500千円 2,070,500千円

短期借入金 550,000〃 550,000〃

合計 2,374,500千円 2,620,500千円

※２ 土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律」 (1999年３月31日改正)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金として純資産

の部に計上しております。

(再評価の方法)

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税法(平成３

年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算出するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行補正等合理的な調整を行って算出する方法を採用して

おります。

(再評価を行った年月日)

2000年３月31日

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

再評価を行った土地の期末におけ
る時価と再評価後の帳簿価額との
差額

△69,249千円 141,818千円

(損益計算書関係)

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上原価 7,808千円 7,050千円
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※２ 販売費及び一般管理費中、その主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

(販売費に含まれる金額)

１ 発送及び配送費 1,053,446千円 1,119,247千円

２ 広告宣伝費 210,552〃 201,077〃

３ 貸倒引当金繰入額 △114〃 △110〃

４ 給料及び諸手当 1,500,198〃 1,567,892〃

５ 法定福利費 260,567〃 270,386〃

６ 賞与引当金繰入額 71,366〃 66,869〃

７ 退職給付費用 28,862〃 38,041〃

８ 減価償却費 152,712〃 133,642〃

(一般管理費に含まれる金額)

１ 役員報酬 118,428千円 119,103千円

２ 給料及び諸手当 372,340〃 385,495〃

３ 法定福利費 75,162〃 77,546〃

４ 賞与引当金繰入額 22,776〃 20,891〃

５ 退職給付費用 9,992〃 13,051〃

６ 役員退職慰労引当金繰入額 11,752〃 10,808〃

７ 減価償却費 37,233〃 36,608〃

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

139,371千円 152,421千円

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

車両運搬具 882千円 1,078千円

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

車両運搬具 ―千円 21千円
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※６ 固定資産除却損の主な内訳は次のとおりであります。

なお、固定資産除却損には撤去・解体費用が含まれております。

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

建物 6,592千円 4,316千円

構築物 177千円 132千円

機械及び装置 15,259千円 9,676千円

工具、器具及び備品 837千円 2,390千円

※７ 減損損失

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(1) 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

(単位：千円)

用途 種類 場所 金額

遊休資産 投資不動産 北海道美唄市 1,800

合計 1,800

(2) 減損損失を認識するに至った経緯

事業の用に供していない遊休資産については、時価が著しく下落した資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額、

減損損失を認識いたしました。

(3) グルーピングの方法

事業用資産については、管理会計上の区分及び投資の意思決定等を考慮してキャッシュ・フローを生み出す最

小単位として捉え、その単位を基礎にグルーピングする方法を採用しております。遊休資産については個別資産

ごとにグルーピングを行っております。

(4) 回収可能価額の算定方法

遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し、不動産鑑定評価に基づき算定しております。

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(1) 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

(単位：千円)

用途 種類 場所 金額

遊休資産 投資不動産 北海道美唄市 1,600

合計 1,600

(2) 減損損失を認識するに至った経緯

事業の用に供していない遊休資産については、時価が著しく下落した資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額、

減損損失を認識いたしました。

(3) グルーピングの方法

事業用資産については、管理会計上の区分及び投資の意思決定等を考慮してキャッシュ・フローを生み出す最

小単位として捉え、その単位を基礎にグルーピングする方法を採用しております。遊休資産については個別資産

ごとにグルーピングを行っております。

(4) 回収可能価額の算定方法

遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定し、不動産鑑定評価に基づき算定しております。



日糧製パン株式会社 (2218)
2026年３月期 決算短信(非連結)

― 18 ―

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,103,948 ― ― 2,103,948

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 11,199 150 ― 11,349

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 150株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 41,854 20.00 2024年３月31日 2024年６月28日

(注) １株当たり配当額には創業80周年記念配当５円が含まれております。

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 31,388 15.00 2025年３月31日 2025年６月30日

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,103,948 ― ― 2,103,948

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 11,349 63 ― 11,412

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 63株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 31,388 15.00 2025年３月31日 2025年６月30日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 31,388 15.00 2026年３月31日 2026年６月29日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

現金及び預金勘定 1,626,316千円 1,686,725千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ― 〃 ― 〃

現金及び現金同等物 1,626,316千円 1,686,725千円

(リース取引関係)

１．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

１年内 9,700千円 12,135千円

１年超 19,205 〃 17,824 〃

合計 28,906千円 29,959千円

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方針です。

なお、デリバティブ取引は全く利用しておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管

理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を１年ごとに把握することとしています。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、四半期ごとに時価の把握を行ってお

ります。

営業債務である電子記録債務及び買掛金は、１年以内の支払期日です。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金(原則として５年以内)は主に設

備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、定期的に経理所管

の役員に報告されております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

特筆すべき事項はありません。

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであります。

前事業年度(2025年３月31日)

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 投資有価証券
その他有価証券(*2)

692,627 692,627 ―

資産計 692,627 692,627 ―

(2) 長期借入金
(１年内返済予定分を含む)

1,824,500 1,833,268 8,768

負債計 1,824,500 1,833,268 8,768

(*1) 「現金及び預金」「売掛金」「電子記録債務」「買掛金」「短期借入金」については、現金であること、及び短
期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*2) 市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券 その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸
借対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

区分 2025年３月31日

非上場株式 2,765
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当事業年度(2026年３月31日)

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 投資有価証券
その他有価証券(*2)

932,977 932,977 ―

資産計 932,977 932,977 ―

(2) 長期借入金
(１年内返済予定分を含む)

2,070,500 2,091,369 20,869

負債計 2,070,500 2,091,369 20,869

(*1) 「現金及び預金」「売掛金」「電子記録債務」「買掛金」「短期借入金」については、現金であること、及び短
期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*2) 市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券 その他有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸
借対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

区分 2026年３月31日

非上場株式 2,765

(注１)金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度(2025年３月31日)

(単位：千円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,626,316 ― ― ―

売掛金 2,251,631 ― ― ―

合計 3,877,948 ― ― ―

当事業年度(2026年３月31日)

(単位：千円)

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,686,725 ― ― ―

売掛金 2,279,419 ― ― ―

合計 3,966,145 ― ― ―

(注２)社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度(2025年３月31日)

(単位：千円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 550,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 654,000 515,500 362,000 251,000 42,000 ―

合計 1,204,000 515,500 362,000 251,000 42,000 ―

当事業年度(2026年３月31日)

(単位：千円)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 550,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 710,000 579,600 468,600 259,600 52,700 ―

合計 1,260,000 579,600 468,600 259,600 52,700 ―
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（2025年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券 692,627 ― ― 692,627

資産計 692,627 ― ― 692,627

当事業年度（2026年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券 932,977 ― ― 932,977

資産計 932,977 ― ― 932,977

(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（2025年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金

(１年内返済予定分を含む) ― 1,833,268 ― 1,833,268

負債計 ― 1,833,268 ― 1,833,268

当事業年度（2026年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金

(１年内返済予定分を含む) ― 2,091,369 ― 2,091,369

負債計 ― 2,091,369 ― 2,091,369

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類

しております。なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照くださ

い。

長期借入金(１年内返済予定分を含む)

これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によ

っており、レベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１．子会社株式及び関連会社株式

前事業年度(2025年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(2026年３月31日)

該当事項はありません。

２．その他有価証券

前事業年度(2025年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価(千円) 差額(千円)

(貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの)

① 株式 692,627 209,687 482,939

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 692,627 209,687 482,939

(貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの)

① 株式 ― ― ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 692,627 209,687 482,939

(注) 非上場株式(貸借対照表計上額2,765千円)については、市場価格がないことから、上表の「その他有価証券」に

は含めておりません。

当事業年度(2026年３月31日)

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価(千円) 差額(千円)

(貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの)

① 株式 932,977 206,449 726,528

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 932,977 206,449 726,528

(貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの)

① 株式 ― ― ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 932,977 206,449 726,528

(注) 非上場株式(貸借対照表計上額2,765千円)については、市場価格がないことから、上表の「その他有価証券」に

は含めておりません。

３．当事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

① 株式 44,794 32,282 ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

合計 44,794 32,282 ―
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当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

① 株式 26,215 22,037 ―

② 債券 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

合計 26,215 22,037 ―

４．減損処理を行った有価証券

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

当事業年度においては、減損処理を行っておりません。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落している場合には全て減損処理を

行い、30％以上50％未満下落している状態が２期連続(前期末及び当期末)している場合には、回復可能性等を考慮し

て必要と認められた額について減損処理を行っております。

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

当事業年度においては、減損処理を行っておりません。

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落している場合には全て減損処理を

行い、30％以上50％未満下落している状態が２期連続(前期末及び当期末)している場合には、回復可能性等を考慮し

て必要と認められた額について減損処理を行っております。

(デリバティブ取引関係)

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、従
業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
（単位：千円）

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

退職給付債務の期首残高 1,592,489 1,633,151

会計方針の変更による累積的影響額 ― ―

会計方針の変更を反映した期首残高 1,592,489 1,633,151

勤務費用 89,159 90,884

利息費用 9,554 9,798

数理計算上の差異の発生額 41,277 △110,556

退職給付の支払額 △99,329 △70,254

過去勤務費用の発生額 ― ―

その他 ― ―

退職給付債務の期末残高 1,633,151 1,553,023
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(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
（単位：千円）

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

年金資産の期首残高 225,797 216,112

期待運用収益 2,257 2,161

数理計算上の差異の発生額 △5,263 22,508

事業主からの拠出額 7,189 8,147

退職給付の支払額 △13,868 △8,968

その他 ― ―

年金資産の期末残高 216,112 239,961

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

（単位：千円）

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 1,633,151 1,553,023

年金資産 △216,112 △239,961

1,417,038 1,313,061

非積立型制度の退職給付債務 ― ―

未積立退職給付債務 1,417,038 1,313,061

未認識数理計算上の差異 30,625 150,642

未認識過去勤務費用 ― ―

その他 1,353 2,937

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,449,016 1,466,640

退職給付引当金 1,449,016 1,466,640

前払年金費用 ― ―

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,449,016 1,466,640

(注) 執行役員に対する退職慰労金を含めて記載しております。

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（単位：千円）

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

勤務費用 89,159 90,884

利息費用 9,554 9,798

期待運用収益 △2,257 △2,161

数理計算上の差異の費用処理額 △21,903 △13,047

過去勤務費用の費用処理額 ― ―

臨時に支払った割増退職金 ― 2,768

その他 1,024 1,584

確定給付制度に係る退職給付費用 75,577 89,826

(注) 執行役員に対する退職慰労金を含めて記載しております。
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(5) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

債券 56％ 57％

株式 39％ 39％

現金及び預金 4％ 4％

その他 1％ ―％

合計 100％ 100％

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

割引率 0.6％ 2.2％

長期期待運用収益率 1.0％ 2.0％

(ストック・オプション等関係)

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

貸倒引当金超過額 1,124千円 1,062千円

賞与引当金超過額 53,235 〃 51,285 〃

退職給付引当金超過額 453,152 〃 459,205 〃

投資有価証券評価損否認 39,917 〃 38,933 〃

投資不動産評価損否認 103,470 〃 103,971 〃

固定資産減損損失 2,176 〃 2,167 〃

その他 57,111 〃 63,767 〃

繰延税金資産小計 710,187千円 720,392千円

評価性引当額 △482,363 〃 △479,667 〃

繰延税金資産合計 227,824千円 240,726千円

（繰延税金負債）

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

その他有価証券評価差額金 △112,856千円 △190,107千円

繰延税金負債合計 △112,856千円 △190,107千円

差引：繰延税金資産の純額 114,967千円 50,618千円

２．再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

土地再評価差額金 9,446千円 9,446千円

再評価に係る繰延税金資産小計 9,446千円 9,446千円

評価性引当額 △9,446 〃 △9,446 〃

再評価に係る繰延税金資産合計 ―千円 ―千円

（繰延税金負債）

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

土地再評価差額金 △1,225,815千円 △1,225,815千円

再評価に係る繰延税金負債合計 △1,225,815千円 △1,225,815千円

差引：再評価に係る繰延税金資産(負債)純額 △1,225,815千円 △1,225,815千円
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３．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前事業年度
(2025年３月31日)

当事業年度
(2026年３月31日)

法定実効税率 30.4％ 30.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2〃 3.4〃

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.5〃 △1.3〃

住民税均等割 5.0〃 10.3〃

評価性引当額の増減 △19.4〃 △2.2〃

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △1.6〃 ―〃

その他 △0.1〃 △1.6〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 15.1％ 39.0％

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

(資産除去債務関係)

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

該当事項はありません。

貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

当社は、賃貸借契約に基づき使用する一部の営業所について、退去時における原状回復に係る債務を有してお

りますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点では移転等も予定されていないことか

ら、資産除去債務を合理的に見積もることができません。また、当社が所有する固定資産の一部にアスベスト除

去に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する資産の使用期間が明確でないことから、資産除去債務を

合理的に見積もることができません。そのため、これら当該債務に見合う資産除去債務は計上しておりません。

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

該当事項はありません。

貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

当社は、賃貸借契約に基づき使用する一部の営業所について、退去時における原状回復に係る債務を有してお

りますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点では移転等も予定されていないことか

ら、資産除去債務を合理的に見積もることができません。また、当社が所有する固定資産の一部にアスベスト除

去に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する資産の使用期間が明確でないことから、資産除去債務を

合理的に見積もることができません。そのため、これら当該債務に見合う資産除去債務は計上しておりません。
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(賃貸等不動産関係)

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

重要性が乏しいため記載を省略しております。

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

重要性が乏しいため記載を省略しております。

(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前事業年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

当事業年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社は、主たる事業として、パン・菓子、米飯等の製造及び販売並びにその他の食料品の販売に関する事業を行

っております。顧客は北海道を中心に国内のみであります。

日配品であるこれらパン・菓子、米飯等の国内における取引は、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移

転される時までの期間が通常の期間であり、年度を跨ぐ修正額にも重要性が乏しいため、出荷時から当該商品又は

製品の支配が顧客に移転される時までの間の一時点、すなわち出荷(一部着荷)の時点で、当該商品又は製品と交換

に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

当該商品又は製品の販売から生じる収益は、販売契約における対価から販売数量や販売金額に基づくリベートや

値引きなどを控除した金額で算定しております。顧客に返金するこれらの対価は、契約条件や過去の実績などに基

づき合理的に見積り、認識した収益の累計額に重大な戻し入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ認識して

おります。

なお、当該商品又は製品の販売契約における対価は、収益を認識した時点から主として１年以内に回収しており、

重大な金融要素は含んでおりません。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度末に

おいて存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

前事業年度 当事業年度

期首残高 期末残高 期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 2,595,120 2,251,631 2,251,631 2,279,419

契約資産 ― ― ― ―

契約負債 ― ― ― ―

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社においては、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生じる対価

の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ．前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ．当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【関連情報】

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

(単位：千円)

食パン 菓子パン 和菓子 洋菓子
調理パン・
米飯類

その他 合計

外部顧客への売上高 2,847,930 6,347,224 3,269,557 1,230,408 4,296,167 453,189 18,444,478

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

イオン北海道㈱ 3,045,566 食品関連

生活協同組合コープさっぽろ 2,573,413 食品関連

㈱セイコーフレッシュフーズ 2,066,885 食品関連

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

(単位：千円)

食パン 菓子パン 和菓子 洋菓子
調理パン・
米飯類

その他 合計

外部顧客への売上高 3,008,586 6,490,933 3,384,252 1,234,845 4,407,745 474,045 19,000,408

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

イオン北海道㈱ 3,217,263 食品関連

生活協同組合コープさっぽろ 2,660,158 食品関連

㈱セイコーフレッシュフーズ 2,034,733 食品関連
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

当社は、食品関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(持分法損益等)

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１．関連会社に関する事項

関連会社がないため、記載しておりません。

２．開示対象特別目的会社に関する事項

開示対象特別目的会社がないため、記載しておりません。

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

１．関連会社に関する事項

関連会社がないため、記載しておりません。

２．開示対象特別目的会社に関する事項

開示対象特別目的会社がないため、記載しておりません。

(関連当事者情報)

前事業年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当事業年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 2,542.52円 2,642.29円

１株当たり当期純利益 101.83円 35.27円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当事業年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり当期純利益

当期純利益(千円) 213,091 73,799

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 213,091 73,799

普通株式の期中平均株式数（株） 2,092,651 2,092,554

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

純資産の部の合計額(千円) 5,320,484 5,529,093

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ―

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 5,320,484 5,529,093

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

2,092,599 2,092,536

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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４．その他

販売実績

販売実績を事業部門等別に示すと、次のとおりであります。

事業部門等の名称 前事業年度(千円) 当事業年度(千円) 前年同期比(％)

食パン 2,847,930 3,008,586 105.64

菓子パン 6,347,224 6,490,933 102.26

和菓子 3,269,557 3,384,252 103.51

洋菓子 1,230,408 1,234,845 100.36

調理パン・米飯類 4,296,167 4,407,745 102.60

その他(仕入商品) 453,189 474,045 104.60

合計 18,444,478 19,000,408 103.01


